
議
運
は
本
会
議
を
中

心
に
国
会
運
営
全
般
を

所
管
し
ま
す
。
す
べ
て

の
法
案
が
本
会
議
に
か

け
ら
れ
る
の
で
、
国
会

の
各
委
員
会
の
進
捗
状

況
を
管
理
し
つ
つ
本
会

議
で
扱
う
優
先
順
位
を

判
断
し
て
い
き
ま
す
。

今
国
会
で
は
法
案
七

本
と
日
英
経
済
連
携
協

定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
が
新
た

に
審
議
さ
れ
ま
す
。
予

防
接
種
法
改
正
案
、
被

災
者
生
活
再
建
支
援
法

改
正
案
な
ど
重
要
法
案

が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

政
府
は
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
ワ
ク
チ
ン

に
つ
い
て
、
二
〇
二
一

年
前
半
ま
で
に
全
国
民

分
の
確
保
を
目
指
し
て

い
ま
す
が
、
「
予
防
接

種
法
改
正
案
」
は
ワ
ク

チ
ン
接
種
を
推
奨
し
、

費
用
は
国
が
全
額
負
担

す
る
内
容
で
す
。
健
康

被
害
が
万
が
一
生
じ
た

場
合
の
損
害
を
国
が
補

償
す
る
枠
組
み
も
盛
り

込
ん
で
い
ま
す
。

災
害
で
住
宅
に
被
害

が
出
た
世
帯
に
支
援
金

を
支
給
す
る
「
被
災
者

生
活
再
建
支
援
法
改
正

案
」
も
成
立
が
急
が
れ

ま
す
。

現
在
は
家
屋
の
被
害

が
「
大
規
模
半
壊
」
以

上
と
認
定
さ
れ
た
時
だ

け
支
援
金
の
対
象
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
法
改
正

案
で
は
新
た
に
「
中
規

模
半
壊
」
と
い
う
分
類

を
設
け
、
再
建
方
法
に

応
じ
二
十
五
万
～
百
万

円
を
支
給
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

菅
内
閣
の
発
足
に
伴

い
、
自
民
党
の
役
員
人

事
も
行
わ
れ
ま
し
た
。

自
民
党
の
医
療
政
策

を
所
管
す
る
医
療
委
員

会
の
委
員
長
を
務
め
て

い
た
福
岡
資
麿
参
院
議

員
は
、
厚
生
労
働
分
野

全
般
を
担
当
す
る
厚
生

労
働
部
会
長
に
就
任
さ

れ
ま
し
た
。
福
岡
議
員

が
厚
労
部
会
長
に
就
く

の
は
二
度
目
で
す
。

後
任
の
医
療
委
員
長

に
は
橋
本
岳
・
前
厚
労

副
大
臣
が
選
ば
れ
ま
し

た
。
私
は
橋
本
新
委
員

長
を
事
務
局
次
長
と
し

て
お
支
え
す
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
対
応
は

今
後
も
続
き
ま
す
。
未

来
に
向
け
て
も
健
康
で

安
心
安
全
な
生
活
が
守

ら
れ
る
社
会
を
制
度
の

面
か
ら
つ
く
っ
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
す
。
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「
地
方
へ
の
流
れ
つ
く
る
」

菅
義
偉
内
閣
総
理
大
臣
が
就
任
し
て
初
の
本
格
的
な

国
会
が
十
月
二
十
六
日
に
召
集
さ
れ
ま
し
た
。
菅
総
理

は
所
信
表
明
演
説
で
「
地
方
へ
の
人
の
流
れ
を
つ
く
り
、

地
方
を
活
性
化
し
、
日
本
経
済
を
浮
上
さ
せ
る
」
と
表

明
し
ま
し
た
。
私
は
参
議
院
国
会
対
策
（
国
対
）
副
委

員
長
に
留
任
す
る
と
と
も
に
、
参
議
院
議
院
運
営
委
員

会
（
議
運
）
の
理
事
も
兼
任
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

９月の豪雨で筑後川系の早津江川に大

量の土砂が堆積して、海苔漁師の方々が

有明海に向けて船を出せない事態が起き

ました。

私は自民党の有明海再生プロジェクト

チームで「岸近くの漁港区域は水産庁の

支援策もあり浚渫する見通しが立ってい

るものの、出航するのに不可欠な河川の

中央部分にも土砂が大量に堆積している

が、ここは国土交通省の管轄水域で水産

庁は手が出せないと言っている。一方で、

国土交通省としては治水上は問題がなく、

漁業のために河道を掘削するという制度はないと説明している。海苔の漁期が迫っ

ていて、省庁の縦割りの弊害で漁業が成り立たなくなってしまう。こうした問題

は他の県でも起こり得る。早急に解決すべきだ」と訴えました。政府・与党を挙

げた働きかけで、国や佐賀市などが浚渫して一定の航路を確保できました。

ただ、所管が国土交通省や水産庁など権限が入り組んでいて、抜本的な浚渫が

できない水域は各地にあります。

政府・与党で行政の縦割りをなくしていくと共に、港湾や河川、道路などの国

土強靱化をさらに進めていきたいと思います。

まずは国土強靱化の緊急対策の延長を求めていきます。

縦割り越え土砂撤去
医
療
委
次
長
に

菅
総
理


